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令和６年度当初予算の概要

Ⅰ 予算編成の基本方針

令和６年度の予算編成に当たっては、第六次大野市総合計画前期基本計画の将来像

である「人がつながり地域がつながる住み続けたい結のまち」の実現に向け、以下の

基本方針により、各種施策を着実に前進させることとする。

(1) 重要事項

・令和６年度は、５年間の第六次大野市総合計画前期基本計画の４年目となるこ

とから、各項目の目指すべき姿の実現に向け、引き続き全庁体制で取り組む。

・中部縦貫自動車道大野油坂道路九頭竜ＩＣ～油坂出入口（仮称）間の令和８年

春開通、北陸新幹線金沢－敦賀間の開業といった１００年に一度のチャンスを

最大限生かせるよう、稼ぐ力に資する施策を効果的に展開する。

・「こどもまんなか応援サポーター」宣言に沿った子どもや若者を地域全体で支

えるまちづくり、健康のまちづくり、各分野における人づくりに取り組む。

・カーボンニュートラルの達成に向けて、市民や事業者、行政協力の下、省エネ

ルギーの推進や再生可能エネルギー等の利用、森林吸収源対策の促進に取り組

む。

・市制施行７０周年の大きな節目を生かし、市民や団体、企業等の自発的な活動

をより一層促進する。

(2) 財源の確保

・市税や使用料等は、徴収対象等の把握や収入率の向上、利用者の増加を図るな

どにより増収に努める。

・あらゆる事業において受益者負担の必要性を再点検する。

・公共施設や印刷物等に係る有料広告の導入や公有財産の貸付など、歳入の確保

に向けて新たな工夫や積極的な取り組みを検討する。

・国や県等の補助金については、正確な情報収集に努め、一般財源での負担や将

来的な負担についても十分に検討の上、積極的に活用する。なお、補助制度等

が廃止・縮小される場合は、市の事業も廃止・縮小する。

・地方債については、対象事業や充当率、元利償還金に対する交付税措置の有無

などの情報把握に努めるとともに、将来世代に過度な財政負担を残さないよう

十分に留意の上、活用を検討する。

・ふるさと納税やクラウドファンディングなどを活用し、市民や市外在住者のま

ちづくりへの参加と財源の確保に取り組む。

(3) 歳出の重点化

・施策を構築するに当たっては、目的を明確にし、その目的が真に課題の解決に

つながっているか熟慮する。市民や団体等と行政が協働してまちづくりに取り

組んでいることを肝に銘じ、行政独りよがりの施策は行わない。

・生産年齢人口が減少し、担い手不足への対応が課題となっていることを念頭に、
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行政の関与の必要性や、何を目指して実施するのかを十分に検討し、選択と集

中、再整理及び再構築を実施し、事業の最適化を図る。

・公共施設については、大野市公共施設等総合管理計画（大野市公共施設再編計

画編）を確実に進めるため、施設の統廃合や譲渡などに向けたスケジュールを

明確にし、施設数の削減に積極的に取り組むとともに、公的なサービスを提供

するために必要な施設の長寿命化や安全確保、適切な維持管理に取り組む。



Ⅱ　各会計別予算の規模

（単位：千円、％）

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

21,380,000 19,050,000 2,330,000 12.2

国民健康保険事業特別会計 3,337,186 3,375,309 △ 38,123 △ 1.1

和泉診療所事業特別会計 77,620 91,511 △ 13,891 △ 15.2

後期高齢者医療特別会計 578,535 544,567 33,968 6.2

介護保険事業特別会計
（保険事業勘定）

4,135,868 4,127,023 8,845 0.2

介護保険事業特別会計
（介護サービス事業勘定）

10,940 15,031 △ 4,091 △ 27.2

農業集落排水事業特別会計 305,737 △ 305,737 皆減

小　　計 8,140,149 8,459,178 △ 319,029 △ 3.8

水道事業会計 386,904 201,914 184,990 91.6

簡易水道事業会計 208,556 269,950 △ 61,394 △ 22.7

下水道事業会計 2,291,270 1,787,889 503,381 28.2

小　　計 2,886,730 2,259,753 626,977 27.7

32,406,879 29,768,931 2,637,948 8.9

会　　計　　名

一　般　会　計

総　　　　計

企
 
業
 
会
 
計

特　

別　

会　

計
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◎ 一般会計の当初予算の推移

(単位：千円、％）

年度 予　算　額
対前年度
増減額

同増減率
うち

一般財源
対前年度
増減額

対前年度
増減率

２ 17,769,000 △ 460,000 △ 2.5 11,720,374 △ 24,913 △ 0.2

３ 16,874,650 △ 894,350 △ 5.0 11,634,499 △ 85,875 △ 0.7

４ 17,278,000 403,350 2.4 11,741,564 107,065 0.9

５ 19,050,000 1,772,000 10.3 11,799,603 58,039 0.5

６ 21,380,000 2,330,000 12.2 11,740,793 △ 58,810 △ 0.5

２

３

４

５

６

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000 

11,720,374

11,634,499

11,741,564

11,799,603

11,740,793

6,048,626

5,240,151

5,536,436

7,250,397

9,639,207

千円

一般財源 特定財源

年度

16,874,650

17,769,000

21,380,000

19,050,000

17,278,000
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予算額 構成比 予算額 構成比

3,692,099 17.3 3,821,706 20.1 △129,607 △3.4

個人市民税 1,275,700 6.0 1,395,000 7.3 △119,300 △8.6

法人市民税 201,900 0.9 203,100 1.1 △1,200 △0.6

固定資産税 1,785,899 8.4 1,785,506 9.4 393 0.0

軽自動車税 131,400 0.6 134,100 0.7 △2,700 △2.0

たばこ税 196,900 0.9 202,200 1.1 △5,300 △2.6

入湯税 3,600 0.0 4,000 0.0 △400 △10.0

都市計画税 96,700 0.5 97,800 0.5 △1,100 △1.1

259,680 1.2 232,840 1.2 26,840 11.5

地方揮発油譲与税 43,400 0.2 43,400 0.2 0 0.0

自動車重量譲与税 136,600 0.6 132,300 0.7 4,300 3.3

森林環境譲与税 79,680 0.4 57,140 0.3 22,540 39.4

1,200 0.0 1,500 0.0 △300 △20.0

25,400 0.1 22,200 0.1 3,200 14.4

27,000 0.2 16,400 0.1 10,600 64.6

88,300 0.4 79,100 0.4 9,200 11.6

787,800 3.7 756,000 4.0 31,800 4.2

23,400 0.1 20,900 0.1 2,500 12.0

151,100 0.7 22,000 0.1 129,100 586.8

6,050,000 28.3 6,050,000 31.8 0 0.0

普通交付税 5,100,000 23.9 5,100,000 26.8 0 0.0

特別交付税 950,000 4.4 950,000 5.0 0 0.0

3,200 0.0 3,200 0.0 0 0.0

10,470 0.0 17,381 0.1 △6,911 △39.8

188,766 0.9 182,231 1.0 6,535 3.6

2,645,918 12.4 2,848,659 14.9 △202,741 △7.1

1,862,222 8.7 1,731,739 9.1 130,483 7.5

46,005 0.2 95,898 0.5 △49,893 △52.0

207,260 1.0 137,310 0.7 69,950 50.9

1,321,793 6.2 1,175,211 6.1 146,582 12.5

特別会計繰入金 17,869 0.1 24,707 0.1 △6,838 △27.7

財政調整基金繰入金 500,000 2.3 650,000 3.4 △150,000 △23.1

減債基金繰入金 125,301 0.6 102,000 0.5 23,301 22.8

地域振興基金繰入金 447,383 2.1 137,284 0.7 310,099 225.9

その他基金繰入金 231,240 1.1 261,220 1.4 △29,980 △11.5

10,000 0.0 10,000 0.1 0 0.0

570,887 2.7 319,825 1.7 251,062 78.5

3,407,500 15.9 1,505,900 7.9 1,901,600 126.3

臨時財政対策債 42,400 0.2 93,000 0.5 △50,600 △54.4

その他事業債 3,365,100 15.7 1,412,900 7.4 1,952,200 138.2

21,380,000 100.0 19,050,000 100.0 2,330,000 12.2

　 　 　 　 　 　

6,047,280 28.3 5,759,562 30.2 287,718 5.0

15,332,720 71.7 13,290,438 69.8 2,042,282 15.4

Ⅲ　一般会計歳入の状況 （単位：千円、％）

令和６年度 令和５年度

1　市税

2　地方譲与税

3　利子割交付金

4　配当割交付金

5　株式等譲渡所得割交付金

6　法人事業税交付金

7　地方消費税交付金

8　環境性能割交付金

9　地方特例交付金

10　地方交付税

11　交通安全対策特別交付金

12　分担金及び負担金

13　使用料及び手数料

14　国庫支出金

15　県支出金

16　財産収入

17　寄附金

18　繰入金

19　繰越金

20　諸収入

21　市債

歳　入　合　計

◆ 自 主 財 源
市税、分担金及び負担金、使用料及
び手数料、財産収入、寄附金、繰入
金、繰越金、諸収入

◆ 依 存 財 源

譲与税、交付金、地方交付税、国庫
支出金、県支出金、市債

科　　　目 増減額 増減率
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市税, 17.3 

繰入金, 6.2 

諸収入, 2.7 

その他, 2.1 

譲与税・交付金, 
6.4 

地方交付税, 28.3 

国・県支出金, 
21.1 

市債, 15.9 

令和６年度歳入予算

自主財源

依存財源

市税

譲与税・交付金

地方交付税

国・県支出金

繰入金

諸収入

市債

その他

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000 7,000,000 

3,692,099 

1,367,080 

6,050,000 

4,508,140 

1,321,793 

570,887 

3,407,500 

462,501 

3,821,706 

1,154,140 

6,050,000 

4,580,398 

1,175,211 

319,825 

1,505,900 

442,820 

千円

歳入　前年度比較
令和６年度

令和５年度

％
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◎ 市税（当初予算額）の推移
（単位：千円、％）

年度 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税 合計
対前年度
増減額

対前年度
増減率

２ 1,395,000 203,300 1,792,304 126,085 185,828 5,505 101,028 3,809,050 40,689 1.1

３ 1,256,000 156,100 1,719,424 123,500 197,000 2,400 97,302 3,551,726 △ 257,324 △ 6.8

４ 1,375,000 209,400 1,807,786 129,500 203,000 4,200 98,600 3,827,486 275,760 7.8

５ 1,395,000 203,100 1,785,506 134,100 202,200 4,000 97,800 3,821,706 △ 5,780 △ 0.2

６ 1,275,700 201,900 1,785,899 131,400 196,900 3,600 96,700 3,692,099 △ 129,607 △ 3.4

◎ 地方交付税・臨時財政対策債（当初予算額）の推移
（単位：千円、％）

年度 普通交付税 特別交付税
臨時財政
対策債

合計
対前年度
増減額

対前年度
増減率

２ 5,000,000 950,000 380,000 6,330,000 △ 26,000 △ 0.4

３ 5,000,000 950,000 647,000 6,597,000 267,000 4.2

４ 5,100,000 950,000 300,000 6,350,000 △ 247,000 △ 3.7

５ 5,100,000 950,000 93,000 6,143,000 △ 207,000 △ 3.3

６ 5,100,000 950,000 42,400 6,092,400 △ 50,600 △ 0.8

２

３

４

５

６

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 

1,395,000

1,256,000

1,375,000

1,395,000

1,275,700

1,792,304

1,719,424

1,807,786

1,785,506

1,785,899

年度

千円

市税の推移 個人市民税 法人市民税 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税

２

３

４

５

６

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000 7,000,000 

5,000,000

5,000,000

5,100,000

5,100,000

5,100,000

950,000

950,000

950,000

950,000

950,000

年度

千円

交付税等の推移 普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債

6,143,000

6,092,400

6,330,000

6,597,000

3,821,706

3,692,099

3,809,050

3,551,726

3,827,486

6,350,000

- 7 -



（単位：千円、％）

令和６年度 令和５年度

予算額 構成比 予算額 構成比

 １ 議 会 費 180,790 0.8 179,533 0.9 1,257 0.7

 ２ 総 務 費 3,364,761 15.7 2,322,541 12.2 1,042,220 44.9

 ３ 民 生 費 5,132,707 24.0 5,437,082 28.5 △304,375 △5.6

 ４ 衛 生 費 2,884,589 13.5 1,876,696 9.9 1,007,893 53.7

 ５ 労 働 費 124,161 0.6 124,901 0.7 △740 △0.6

 ６ 農 林 水 産 業 費 1,351,209 6.3 1,254,795 6.6 96,414 7.7

 ７ 商 工 費 1,214,550 5.7 949,292 5.0 265,258 27.9

 ８ 土 木 費 1,750,198 8.2 1,652,274 8.7 97,924 5.9

 ９ 消 防 費 703,298 3.3 749,008 3.9 △45,710 △6.1

 10 教 育 費 3,328,334 15.6 3,139,330 16.5 189,004 6.0

 11 災 害 復 旧 費 1,500 0.0 1,500 0.0 0 0.0

 12 公 債 費 1,323,903 6.2 1,343,048 7.0 △19,145 △1.4

 13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

歳  出  合  計 21,380,000 100.0 19,050,000 100.0 2,330,000 12.2

Ⅳ　一般会計歳出（目的別）の状況

款 増減額 増減率

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000

180,790

3,364,761

5,132,707

2,884,589

124,161

1,351,209

1,214,550

1,750,198

703,298

3,328,334

1,500

1,323,903

20,000

179,533

2,322,541

5,437,082

1,876,696

124,901

1,254,795

949,292

1,652,274

749,008

3,139,330

1,500

1,343,048

20,000

歳出（目的別）　前年度比較 令和６年度

令和５年度

千円

議会費
0.8%

総務費
15.7%

民生費
24.0%

衛生費
13.5%

労働費
0.6%農林水産

業費
6.3%

商工費
5.7%

土木費
8.2%

消防費
3.3%

教育費
15.6%

災害復旧
費

0.0% 公債費
6.2%

予備費
0.1%
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（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比

 １ 人件費 3,378,243 15.8 3,327,058 17.5 51,185 1.5

 ２ 物件費 3,259,887 15.3 3,195,611 16.8 64,276 2.0

 ３ 維持補修費 346,139 1.6 312,397 1.6 33,742 10.8

 ４ 扶助費 3,345,975 15.7 3,393,477 17.8 △47,502 △1.4

 ５ 補助費等 3,596,159 16.8 2,145,611 11.3 1,450,548 67.6

 ６ 公債費 1,323,615 6.2 1,342,760 7.1 △19,145 △1.4

 ７ 積立金 365,979 1.7 271,933 1.4 94,046 34.6

 ８
投資及び出資金､
貸付金

133,500 0.6 133,500 0.7 0 0.0

 ９ 繰出金 1,432,978 6.7 1,664,482 8.7 △231,504 △13.9

 10 建設事業費 4,177,525 19.5 3,243,171 17.0 934,354 28.8

 　補助事業費 2,344,082 10.9 2,217,466 11.6 126,616 5.7

 　単独事業費 1,831,943 8.6 1,024,205 5.4 807,738 78.9

 　災害復旧事業費 1,500 0.0 1,500 0.0 0 0.0

 11 予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

合     計 21,380,000 100.0 19,050,000 100.0 2,330,000 12.2

8,047,833 37.7 8,063,295 42.4 △15,462 △0.2

4,177,525 19.5 3,243,171 17.0 934,354 28.8

9,154,642 42.8 7,743,534 40.6 1,411,108 18.2

Ⅴ　一般会計歳出（性質別）の状況

令和６年度 令和５年度

義務的経費

投資的経費

その他の経費

区　　分 増減額 増減率

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

公債費

積立金

投資及び出資金､
貸付金

繰出金

建設事業費

予備費

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000

3,378,243

3,259,887

346,139

3,345,975

3,596,159
1,323,615

365,979

133,500

1,432,978

4,177,525

20,000

3,327,058

3,195,611

312,397

3,393,477

2,145,611

1,342,760

271,933

133,500

1,664,482

3,243,171

20,000

歳出(性質別）　前年度比較 令和６年度

令和５年度

義務的経費

投資的経費

その他の経費

千円

人件費
15.8%

扶助費
15.7%

公債費
6.2%

建設事
業費
19.5%

物件費
15.3%

維持補
修費
1.6%

補助費
等

16.8%

積立金
1.7%

投資及び
出資金､貸

付金
0.6%

繰出金
6.7%

予備費
0.1%
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◎ 消費税率の上昇分（５％→８％、８％→10％）の使途

説明書
ページ

事業名
【担当課】

事業内容 予算額 一般財源

69
介護保険事業特別会計繰
出金　【健康長寿課】

介護保険事業特別会計への繰出金 587,766 569,847

71
子ども医療費助成事業　【こ
ども支援課】

２０歳までの医療費の自己負担分を助成（窓口完全無料化）
※１９～２０歳は県内の大学・専門学校などへ通学する学生対象

122,176 77,500

◎ 入湯税の使途

説明書
ページ

事業名
【担当課】

事業内容 予算額 一般財源

117
～
118

おおの城まつり事業
【観光交流課】

おおの城まつりを開催 16,364 16,364

118
九頭竜まつり事業
【観光交流課】

九頭竜紅葉まつりを開催 5,274 5,274

◎ 交通安全対策特別交付金の使途

説明書
ページ

事業名
【担当課】

事業内容 予算額 一般財源

43
交通安全対策事業
【建設整備課】

区画線工事、ガードパイプ設置工事など 9,906 9,906

◎ 都市計画税の使途

説明書
ページ

事業名
【担当課】

事業内容 予算額 一般財源

134
下水道事業会計繰出金（公
共）【上下水道課】

下水道事業会計のうち公共下水道事業に対しての繰出金 361,453 335,553

◎ 森林環境譲与税の使途

説明書
ページ

事業名
【担当課】

事業内容 予算額 一般財源

105
林業就業者支援事業補助
【農業林業振興課】

林業従事者の新規雇用や従事者への装備品供与に対して補助 7,781
基金：森

7,781

106
～
107

森づくりの道整備事業【農業
林業振興課】

・林道、作業道の整備を実施
・林道、作業道の整備に対して補助

30,345
基金：森

28,545

※消費税法の一部改正による消費税率引上げ（５％→８％、８％→10％）に伴う引上げ分の地方消費税交付金につい
ては、年金、医療、介護や少子化施策に要する経費などで、市が一般財源（市税、地方交付税など）で賄う分に充てる
こととなっています。引上げ分の地方消費税交付金４２９，７０９千円は、次の事業などの一般財源の一部として充てら
れています。

(単位：千円）

※入湯税とは鉱泉浴場所在の市町村が課する税で、大野市では九頭竜温泉平成の湯や鳩ヶ湯温泉の入浴料に課税
されています。入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設、その他消防活動に必要な施設の整備
や観光の振興に要する費用に充てることとなっています。入湯税３，６００千円は、次の事業などの一般財源の一部とし
て充てられています。

(単位：千円）

※交通安全対策特別交付金は、交通反則金収入を原資として、地方公共団体が単独で行う道路交通安全施設整備の
経費に充てることとなっています。交通安全対策特別交付金３，２００千円は、次の事業の一般財源の一部として充てら
れています。

(単位：千円）

※都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業や土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業に
要する費用に充てることとなっています。都市計画税９６，７００千円は、次の事業の一般財源の一部として充てられて
います。

(単位：千円）

※森林環境譲与税は、森林の整備に関する施策や森林の整備を担うべき人材の育成および確保、森林の有する公益
的機能に関する普及啓発、木材の利用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策に充てることとなっています。
森林環境譲与税７９，６８０千円は、全額を基金に積み立てた上で、次の事業などに充てられています。

(単位：千円）
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◎ 基金の推移
（単位：千円）

積立額 取崩額 積立額 取崩額

2,259,823 380,422 537,525 2,102,720 2,110 500,000 1,604,830

658,283 44,748 2,000 701,031 37 125,301 575,767

13,330 13,330 13,330

601,083 51 601,134 31 64,509 536,656

232,438 232,438 232,438

39,442 14 39,456 13 7,793 31,676

10,000 10,000 10,000

117,059 14,249 102,810 19,965 82,845

20,031 3 20,034 2 1,950 18,086

29,630 1,503 1,000 30,133 1,502 919 30,716

13,930 402 150 14,182 151 200 14,133

91,556 10 4,971 86,595 6 8,742 77,859

217,915 22 8,216 209,721 13 8,964 200,770

35,007 4 3,121 31,890 2 3,121 28,771

80,302 6 14,880 65,428 3 25,900 39,531

9,056 1 1,000 8,057 1 1,000 7,058

64,933 7 3,610 61,330 4 2,835 58,499

1,135,415 273,871 183,136 1,226,150 282,366 447,383 1,061,133

90,207 57,153 70,046 77,314 79,689 80,922 76,081

14,165 1 14,166

3,597 1 2,679 919 1 920

1,000 3,501 1,000 3,501 1 3,500 2

770,000 770,000 47 770,047

1,051,539 57 1,051,596

118,222 118,222 118,222

6,907,963 1,531,777 1,913,345 6,526,395 365,979 1,303,924 5,588,450

66,918 10,007 76,925 5 10,000 66,930

320,886 38,784 29,763 329,907 21 67,264 262,664

262,288 262,288

650,092 48,791 292,051 406,832 26 77,264 329,594

7,558,055 1,580,568 2,205,396 6,933,227 366,005 1,381,188 5,918,044

令和５年度 令和６年度

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

教 育 振 興 基 金

学 校 施 設 等 整 備 基 金
エキサイト広場総合体育
施 設 管 理 運 営 基 金

社会福祉事業充実基金

真 柄 福 祉 基 金
多田記念大野有終会館
管 理 運 営 基 金
ふるさと・水と土保全
対 策 基 金

地 下 水 保 全 基 金

越前おおの森づくり基金

商 業 振 興 基 金

上 水 道 整 備 基 金

和泉地区簡易水道基金

公 共 下 水 道 整 備 基 金
九 頭 竜 万 本 さ く ら
保 全 基 金

農 業 農 村 振 興 基 金

地 域 振 興 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金
中小企業緊急経営安定
対 策 利 子 補 給 金 基 金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
感 染 症 伴 走 支 援 資 金
利 子 補 給 金 基 金

大 野 市 ま ち ・ ひ と
・ し ご と 創 生 基 金

公共施設等総合管理基金

土 地 開 発 基 金

結 の 故 郷 奨 学 金 基 金

一般会計 小計

国 民 健 康 保 険 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

農 業 集 落 排 水 基 金

特別会計 小計

合　　　　計

※令和５年度は決算見込み額、令和６年度は予算計上額を基に算出

※令和５年度の積立額・取崩額については、特別交付税等の交付状況により、金額の変更がある

区　　　分
４ 年 度 末
現 在 高

５ 年 度 末
現 在 高
見 込 み

６ 年 度 末
現 在 高
見 込 み
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